
地域独自の魅力や価値の向上に取り組むことで、地域力を高めようとする市町村が、地域活性化の取組に関
する知見やノウハウを有する外部専門家を招へいし、指導・助言を受けながら取組を行う場合の外部専門家に
関する情報提供及び招へいに必要な経費について総務省が支援

総務省

○地域力創造セミナーの開催
外部専門家等を講師として先進事例やノウハウ等を全国に紹介

【支援額】 財政力指数等により１市町村あたり２５０～５００万円
【選定条件】
・外部専門家の現地指導が年間延べ10日以上計画されていること
・地域おこし協力隊員等との協働の取組であること
・住民、地域団体・行政等、幅広い横断的な取組を目指すこと 等

【スケジュール】
募集（予算成立後）、事業実施（４月～）、中間報告（12月）、最終報告（３月）

外部専門家

【対象経費】外部専門家及び外部専門家の活動を支援する者（※２）に対する
旅費・謝金（報償費） （※３） 、ワークショップ等に係る経費（印刷費、
車両・会場借上費に限る。）

【上限額等】財政力指数等により以下に示す額を上限額とし、１～３年間を
活用期間とする。なお、当面、１市町村につき１回に限る。

外部専門家
活用区分

財政力指数全国平均

（H22～24=0.49）
１市町村当たり上限額 （千円）

初年度 第２年度 第３年度

民間専門家等
活用

平均以下の市町村 5,600 3,500 2,100

平均超の市町村 2,800 1,750 1,050

先進自治体職員
（組織）活用

平均以下の市町村 2,400 1,500 900

平均超の市町村 1,200 750 450

H23 8団体

H24 9団体

H25 7団体

H26 6団体

市町村が、外部専門家を年度内に延べ10日以上又は５回以

上（※１）招へいし、地域活性化の取組を実施する場合、取組に
要する経費に対し特別交付税措置。

地域おこし協力隊など地域外の人材の
定住を促進し、地域活性化を図ろうとす
る市町村に対し、総務省が外部専門家
を派遣し、モデル的取り組みを支援

外部専門家招へい事業（特別交付税措置） 外部専門家活用調査

地域力創造のための起業者定住促進モデル事業 （26年度予算 37,827千円）

指導・助言

謝金・旅費

自治体
連携・協力 ○地域人材ネット

地域独自の魅力や価値の向上の取組を支援する民間専門家や先進市町村
で活躍している職員（課）を「外部専門家（地域力創造アドバイザー）」として
データベース（地域人材ネット）に登録。平成26年4月現在、民間専門家（285
名）、先進市町村で活躍している職員（32名（組織を含む））を登録。（計317名）

（http://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/index.html）

外部専門家の紹介

外部人材の
活用

「外部専門家（アドバイザー）」制度について

※１ 日帰りの場合は１回あたり６時間程度を確保すること。
※２ 地域人材ネット登録者もしくは外部専門家に準ずる指導を行うことができる者
※３ 先進自治体職員の場合、旅費のみを対象とする。


